
○総務常任委員会
１．委員構成 （６名）

【～令和３年１２月１７日】
委員長 村田春樹 副委員長 戸田見良
委 員 市村文男、大槻良明、岩本好夫、谷仲和雄

【令和３年１２月１７日～】（令和4年4月25日補充）
委員長 植木弘子 副委員長 香取憲一
委 員 岩本好夫、石井 旭、戸田見良、真家 功

２．所 管
【令和４年第１回定例会まで】
市長公室、企画財政部、総務部、市民生活部、議会事務局、消防本部、
会計課、監査委員会事務局、防災管理課

【令和４年第２回定例会から】
市長公室、企画財政部、総務部、市民生活部、議会事務局、会計課、
監査委員会事務局
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【令和３年１２月１７日～】



３．審査件数（２７件） 令和３年第３回定例会から令和４年第２回定例会まで

４．審査内容や所管部署の主な実施事業など
（※審査内容及び議決した案件の一部を記載しています）

【 R3.9.15審査 9.22議決】
○情報化推進事業 事業費 20,000千円 【R3年補正予算】

タブレットを庁舎内会議でも活用し、業務の効率化を図るため、各支所の会議室に無線
ＬＡＮネットワークを構築する経費。無線ＬＡＮ機器に接続するためのＬＡＮ配線作業費、
無線ＬＡＮネットワークに必要な周辺機器などの整備を図る。
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付託案件 件数 審議結果

条 例 案 11件 可決すべきもの 11件 否決すべきもの 0件

補正予算案 7件 可決すべきもの 7件 否決すべきもの 0件

その他議案 5件 可決すべきもの 5件 否決すべきもの 0件

請願・陳情 1件 採択すべきもの 0件 不採択すべきもの 1件
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【R3.12.13審査 12.17議決】
◆議案第100号 令和３年度小美玉市一般会計補正予算（第３号）
問 → ①普通交付税と臨時財政対策債が大幅に増えているが、前年度との差をどう捉え

るのか。
②庶務事務費の訴訟代理委託料とは、どのくらいの期間の委託料なのか。

【R4.3.18審査 3.25議決】

◆議案第３号 小美玉市長等の政治倫理に関する条例の制定について

問 → ①政治倫理審査会委員７名は適正な人数なのか。
②政治倫理審査会の内容について閲覧方法はどのようにするのか。

◆議案第４号 小美玉市職員の倫理に関する条例の制定について
問 → 内部通報受付窓口はどのような体制で行うのか。

○新型コロナウイルス感染症対応行政区運営支援金（新規） 事業費 15,000千円
【R４当初予算】

市内120の行政区で、新型コロナウイルスの感染拡大により事業行事の中止等が余儀
なくされたことに伴い、行政区内の共助の精神を高める支援が必要であるとともに、犯
灯電気料における加入世帯の経済的負担軽減を図るため、令和4年度に限り行政区に
対し支援金を交付する。
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○市営霊園整備事業（新規） 事業費 25,295千円 【R４年当初予算】
市営霊園の一部に雨水が溜まってしまう区画があるため、霊園の利用者が快適に利
用できるよう、排水設備を整備する。また、霊園内に案内表示板を設置し、サービスの
向上や新規利用者の確保等に努める。

【R4.6.14審査 6.17議決】
◆議案第43号 令和4年度小美玉市一般会計補正予算（第3号）
問 → ①議会中継配信の開始時期は。

②ＴＸ水戸・茨城空港延伸協議会負担金は関係市町一律か、金額に差があるのか。
③ＴＸ水戸・茨城空港延伸協議会負担金を使い、どのような事業展開をしていくのか。
④新型コロナウイルス指定寄附金の内容は。
⑤ふるさとふれあいまつり中止の周知先は。



15

◆請願第 ３号 土地利用規制法廃止に関する請願書 ・・・・・不採択

意見→①10年以上前から外国資本によって隣接地が買収されたのが大きな問題となっ
たことが発端となり、全国的に外国資本の不動産が増えてきている現状である。
ＰＡＣ３やレーダーサイトなどミサイルが発射された場合に臨機応変に対応する
ような、不測の事態に乗じるようなものが潜んでいる場合の措置だと思うので、
不採択とする。

②重要施設に対しての法は必要だと思う。ただ、曖昧な部分がある。小美玉市は
基地を有する自治体だから、請願者の主旨をよく確認して、もっとよく調査すべ
き。

土地利用規制法とは…（R４年９月施行予定）
米軍や自衛隊の施設、海上保安庁の施設、原発など「重要施設」の周囲

約１キロメートルと国境離島等を「注視区域」に指定し、その区域内の

土地・建物の所有者や賃借人などすべての住民を調査することができる

というもの。その結果、「重要施設」や国境離島等の「機能を阻害する

行為」やその「明らかなおそれ」があれば、利用中止の勧告・命令を行う

ことができる。さらに、「注視区域」のうち特に重要とみなすものは「特別

注視区域」に指定し、その区域内の一定面積以上の土地・建物の売買に

事前に届出を義務付けるというもの。命令に違反すると、「２年以下の

懲役若しくは２百万円以下の罰金」が科せられるというもの。


